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研究成果の概要（和文）：本研究を経て、多国籍企業のヨーロッパでの海外研究開発拠点の活動に焦点を当て、
研究開発拠点の役割の変遷の要因について、イギリス、オランダ、ドイツの現地子会社とJETRO等の機関に対し
て、聞き取り調査をし、収集したデータを様々な媒体で研究成果として報告をすることができた。本研究に関す
る分野の海外の研究者との交流を積極的に行うことができ、研究期間全体を通じて、次の研究成果を得ることが
できた。1)図書（分担執筆）2本（英語1本）、2)レポート　2本（英語2本）、3)査読論文　2本（英語2本、イン
パクトファクター有）、4)論文　1本、5）学会報告　11本（英語10本）、6）国際研究集会　2回。

研究成果の概要（英文）：Through this research, focusing on the activities of MNE’s global R&D 
centres in Europe, interviews were conducted with local subsidiaries in the UK, the Netherlands and 
Germany and organisations such as JETRO on the factors behind the changing role of R&D centres. The 
collected data could be reported as research results in various media. We were able to actively 
engage in exchanges with overseas researchers in the field related to this research and obtained the
 following research results throughout the research period: 1) 2 book chapters (1 in English), 2) 2 
reports (2 in English), 3) 2 peer-reviewed articles (2 in English, with impact factor), 4) 1 
article, 5) 11 conference presentations (10 in English), 6) Hosted two international research 
conferences. 
As for the peer-reviewed paper (3), the Palgrave Best Paper Award at the 36th EAMSA Annual 
Conference and the Best Paper Award at the 10th Atlas-AFMI International Conference.

研究分野： 国際経営論、グローバルR＆D

キーワード： 国際経営論　多国籍企業子会社　企業間連携　国際研究開発戦略　グローバル・イノベーション　グロ
ーバルR＆D　知識フロー

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究期間中に行ったインタビュー調査と学会報告によるコメントを反映させる論文執筆を通じて、本研究の目的
である、多国籍企業グループの国際研究開発戦略と研究開発拠点を誘致する立場にあるホスト国の双方にとって
意義のある研究開発拠点となる要因を理論的、かつ実証的に解明ができたと自負している。特に、各国政府の取
組みのスピード感や、組織間の連携の在り方、オープン・イノベーションへの取組み等、新規性があり学術的に
貢献できるような成果が出せたことが、海外ジャーナルに2本採択されたことに繋がっていると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
多国籍企業の本社を中心とした研究開発分野を含むグローバル・イノベーション戦略に関し

ては、様々な研究業績が国内外で存在している。たとえば、海外子会社の役割の進化に関する研
究は、多くの研究者により論じられてきたように(Ronstadt, 1977, 1978; Bartlett and Ghoshal, 
1989; Kuemmerle,1997; Asakawa,2001; Cantwell and Mudambi, 2005)、研究開発拠点の進化
は、より基礎研究に向けた進化が研究対象とされ、川上へのアップグレードに関する研究が一般
的な進化プロセスと考えられる。このような研究は、特許データによって検証されていることが
多く、実際にどの国や地域の研究開発拠点で行われた研究の成果であるのかに関する重要な要
因を発明者の居住所在地の情報で置き換え、企業ごとによる戦略の差異が存在するにも関わら
ずサンプル数の関係ですべてを総括した産業の動向として分析されているのが現状であり、海
外子会社の役割の進化を本質的にとらえていないと見受けられる研究も存在する。 
日系企業のヨーロッパへの研究開発活動の進出の歴史は過去 30 年余りに及ぶといわれる。既

存研究での在ヨーロッパ研究開発拠点の進化プロセスは、どちらかといえば、あまり多様性をも
った変化プロセスとはいえず、進出当初は一部の産業（製薬、家電産業）で象徴的な基礎研究所
を各社が立ち上げ、その後はより堅実に製品開発、技術開発、応用研究をするという形での進化
プロセスを辿りつつあった。1980 年代後半から 1990 年代にかけて、日系企業の在ヨーロッパ
子会社を対象とした、本社と子会社への聞き取り調査のデータを用いた定性的な研究が日本の
みならず海外の研究者によってもされていた。しかし、1990 年代に入り日系企業の本社戦略が
海外研究開発の推進に対し保守的姿勢を見せだした (Asakawa and Westney, 2013)。2000 年代
に入り、オープン・イノベーションの流れを受け、各社とも効率的な研究開発をめざし、技術の
外部依存とアジア諸国への研究開発拠点の移転を加速させることとなった(浅川,2009)。その結
果、日系企業の在アジアの研究開発拠点の役割が高まることとなり（Iguchi, 2012）、在ヨーロッ
パの研究開発拠点の役割に多様性が生まれてきた（井口,2015）。2000 年代以降、在ヨーロッパ
子会社においては、研究開発活動を多国籍企業グループ内でより合理化し、研究開発拠点を持た
ない場合（委託契約にシフトする場合）や、基礎研究の撤退、縮小といったダウングレード、あ
るいはオープン・イノベーションへの切り替え、撤退させてアジア拠点へのシフト、などの多様
なオプションが具体事例として台頭しているが、役割の変遷に関する研究がされていないのが
現状である。 
本研究で在ヨーロッパの研究開発拠点の役割の変遷を多国籍企業側の要因とホスト国側の要

因の双方向から詳細に検討することにより、日系企業のヨーロッパへの研究開発進出プロセス
の最新研究を提示することが可能となる。多国籍企業を受け入れる投資受け入れ国の政府の産
業政策の一つとして研究開発拠点を誘致し、研究開発クラスターを構築しようとする取り組み
は、ヨーロッパで見受けられていたが、近年アジア諸国でも起こっている。すでに研究蓄積のあ
る在アジアの研究開発拠点の役割の変遷との比較もでき、ホストヨーロッパ諸国およびホスト
アジア諸国の産業政策への意義を提示することも可能となるであろう。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、従来のグローバル・イノベーション研究に対し、以下の三点の視点を導入し、研

究の発展に寄与することを目的としている。第一に、本研究の考察対象は、在ヨーロッパの日系
企業の在外子会社の研究開発活動、つまり、グローバル・イノベーション戦略の一つである。一
般的に、日系企業の海外拠点におけるイノベーション活動は、海外研究開発比率の低さ（現状で
平均４％程度）からして、決して活発であるとは考えられていない（東洋経済新報社、2014）。
しかし、本研究ではそうした一時点におけるイノベーションの海外展開のみに関心を向けるこ
とは不十分であり、海外拠点におけるイノベーション活動の実態および役割の変化に関する、動
態的かつ具体的な分析を行うことに意味があると考える。 
第二に、本研究では、研究開発拠点の役割の進化の検討の際、多くの研究者が定量的研究のた

めに対象とする、製品開発拠点からより基礎研究寄りの拠点に向けた進化といった川上へのア
ップグレード・プロセスのみを考察対象としていない点が挙げられる。むしろそれ以外の研究開
発活動の方法にも視野を広げ、研究開発拠点の進化プロセスが画一的ではないことを示すこと
ができると考える。具体的には、外部組織との協働研究活動により、より効果的で、より速く新
製品開発が行えるような研究開発拠点へのシフトが行われているのか等、協働研究を積極に取
り入れ、オープンソースを導入するような新しい形の研究開発拠点にも注目している点である。
歴史の長い在ヨーロッパの日系企業の研究開発拠点であるからこそ可能な研究であり、研究開
発拠点の進化プロセスの実態調査をダウングレードの視点も含めて詳細に行うことは、極めて
今日的な課題であると考えられる。 
第三に、1980 年代後半から 1990 年代にかけて、日系企業の在ヨーロッパ子会社の活動はそ

れなりに注目されており、本社と子会社への聞き取り調査のデータを用いた定性的な研究が日



本のみならず海外の研究者によってもされ、海外では本として出版されていた。しかし、近年、
海外の大学の研究者への定量的データを基盤としたジャーナルへの投稿への強い要求から、聞
き取り調査でなければ得られないデータを用いた研究が減っており、本研究で対象とするよう
な、子会社から本社への知識の流れや、役割の変遷のような定量的データでは測定が困難な事象
を対象にした研究は激減している。近年の海外の学術の方向は定量的な研究に偏っていて、定量
的に研究できない事柄を対象にしていないのが現状であり、定性的でなければ解明できない事
象を対象にして研究をすることには、将来的には在ヨーロッパ以外の研究開発拠点の役割に示
唆することができ、投資誘致の際のホスト国の政策提言にもつながる。定性的な研究に加えて、
日本ならではの視点で定性的な研究をし、英語で研究成果を発信することにより近年の国際経
営の研究の体系を転換し、ホスト国への貢献への示唆も可能であると考える。データ分析に加え
て、聞き取り調査でなければ本質を把握できない研究開発拠点の役割を研究対象にすることに
より、既存研究では無視せざるを得ない事象の本質をとらえることができるため、研究開発拠点
の役割の解明のみならず、ヨーロッパのホスト国のナショナル･イノベーション・システムへの
日系企業の研究開発拠点の関与を解明でき、研究開発拠点の進出におけるタイミングや、進出後
には、どのようなタイミングで協働研究をベースとしたオープン・イノベーションに切り替えて
いるのかも解明でき、各国の研究開発拠点への誘致への政策提言や、近年、新興国で求められて
いる非資本型の契約取引による各国への貢献度も高くなり、意義を有していると考えられる。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、データベースを用いた定量分析と、聞き取り調査による定性分析の両方を用いて、

在ヨーロッパ子会社の研究開発拠点の役割の変遷とその要因を明らかにしようとしている。海
外進出企業データのパネルデータ版の直近の 10 年分を購入し、これまでに研究代表者が紙ベー
スの同データから構築してきた過去のデータを融合させて、過去 20 年分のデータを用いて定量
分析を行う。定量分析と平行して、在ヨーロッパ子会社の研究開発拠点の役割の変化を解明する
ために、現地子会社に対する丁寧、正確かつ充実したデータを収集する。そのために、既存研究
に新たな概念を加えて本研究の分析フレームワークを構築し、質問票を作成する。長期的な視点
を含めた質問票を用いて聞き取り調査を行い、研究開発拠点の役割の変化、進展プロセス、進展
のスピード、進展の方向（アップグレードまたは撤退・縮小）、協働研究の有無、パートナー（企
業、大学等）、研究成果の本社およびグループでの活用の方法を明らかにするために、日系多国
籍企業の研究開発拠点として主なホスト国（イギリス、スイス、フランス、オランダ、ドイツ）
約 50 社のデータ収集を目標とする。このような研究方法は、多国籍企業の総数が少なく、かつ、
各多国籍企業のグローバル化が進んでいるスウェーデンの研究者が採用をしているため、その
手法も学びつつ、共同研究者のそれぞれの専門性と海外研究協力者の知見を総動員し、日系企業
の在ヨーロッパ研究開発拠点の役割の変遷の本質を明らかにする。多国籍企業グループとホス
ト国両方にとって有効な研究開発拠点となる要因を解明し、2年目から研究成果を国際学会や海
外ジャーナルなどで英語によって発信していく。 
本研究では、日系企業の在ヨーロッパの研究開発拠点に焦点を絞り、長期的な視点を含めた質

問票を用いて聞き取り調査を行う。質問票は研究開発拠点の先行研究とこれまでの在アジアを
対象とした研究をベースとして作成し、聞き取り調査により、研究開発拠点の役割がどのように
変化してきたのか、能力創造型（Competence Creating）な役割がどの程度付加されているのか
を解明するために、以下の五点を明らかにする。 
1） 研究開発拠点の役割を明らかにする（基礎研究または製品開発を行っているか等） 
2） 協働研究の有無や、協働研究のパートナー（企業、大学等）を明らかにする 
3） 研究成果の活用の方法を明らかにする 
4） 発展プロセスへの要因を明らかにする 
5） 研究成果の活用の仕方や、行先を明らかにする 
 
４．研究成果 
本研究の研究期間を通じて、多国籍企業のヨーロッパでの海外研究開発拠点の活動に焦点を

当て、研究開発拠点の役割の変遷の要因について、イギリス、オランダ、ドイツの現地子会社と
JETRO 等の機関に対して、聞き取り調査をし、収集したデータを様々な媒体で研究成果として報
告をすることができた。本研究期間の前半および後半には、関する分野の海外の研究者との交流
を積極的に行うことができ、研究期間全体を通じて、次のような研究成果を得ることができた。
1)図書（分担執筆）2本（英語 1本）、2)レポート 2 本（英語 2本）、3)査読論文 2 本（英語 2
本、インパクトファクター有）、4)論文 1 本、5）学会報告 11 本（英語 10 本）、6）国際研究
集会 2 回 
研究期間中に行ったインタビュー調査と学会報告によるコメントを反映させる論文執筆を通

じて、本研究の目的である、多国籍企業グループの国際研究開発戦略と研究開発拠点を誘致する
立場にあるホスト国の双方にとって意義のある研究開発拠点となる要因を理論的、かつ実証的
に解明ができたと自負している。特に、各国政府の取組みのスピード感や、組織間の連携の在り
方、オープン・イノベーションへの取組み等、新規性があり学術的に貢献できるような成果が出
せたことが、海外ジャーナルに 2本採択されたことに繋がっていると考える。2 本の海外ジャー



ナルに採択された論文は、それぞれ、第 36 回 EAMSA 年次大会で Palgrave 最優秀論文賞（MNE R&D 
Internationalization In Developing Asia）と、第 10 回 the Atlas-AFMI 国際学会にて最優秀
論文賞（Subsidiary Competences in Japan: Why Autonomy and Business Networks Matter）
を受賞することもできた。 
 本研究はコロナ禍の影響により、様々な変更を余儀なくされることとなった。2020 年度に予
定していた企業と官庁へのインタビューを新型コロナのため、全てキャンセルすることとなっ
た。海外学会も直前に延期や中止となり、研究結果の報告機会がほぼなかったため、2021 年度
まで研究期間を延長することとなった。2021 年度も同じ状況が続き、2022 年度中も海外出張が
難しく（入国時の待機期間等）、国際学会に直接参加できず、（または、かなり時差のあるオンラ
イン開催）研究報告機会やコメントを頂く機会を確保するのが難しい状況であった。そのため、
研究期間を当初の予定から大幅に変更となる 2023 年度まで延長することとし、2023 年度が最終
年度となった。 
このような状況下が続いていたが、次の二つの予定していなかった成果もあった。 
一つ目として、これまで取組んできた研究開発拠点の役割の変遷を多国籍企業側の要因とホ

スト国側の要因の双方向からのインタビュー調査による検討を踏まえて、ホストアジア諸国に
おけるグローバル・バリュー・チェーンにおける産業政策の意義についてオンラインにて学会報
告をした。（井口(2021)“多国籍企業による GVC の進展と変遷：拡大する非出資型（NEM）国際生
産の可能性” 国際ビジネス研究学会第 28 回全国大会統一論題） 
二つ目として、本研究との対象国は異なるが、グローバル・バリュー・チェーンにおける、非

出資型国際生産による多国籍企業の活動についてタイとフィリピンに調査を行っていた知見を
基に、ラオスとインドネシアに関する政府主催のセミナーにてコメントをした。特に、ASEAN 諸
国内での人的資本（Human capital）の重要性の特徴について整理を行うことができたことも成
果であるが、ラオスとインドネシア政府への政策提言も行うことに繋がったことも成果である。 
本研究期間は、特にコロナ禍の影響で、予定変更をせざるを得ない場面が多々あったが、予定

通りの成果と、予期せぬ成果も出ることとなった。予定よりインタビュー数を減少せざるを得な
かったため、定量分析による実証分析ができなかったため、今後の課題として残された。 
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